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四條畷市議会政務活動費の交付に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

新 

（収支報告書等の提出） 

第６条 政務活動費の交付を受けた議員は、当該交付を受けた年度の政務活動費に係る

収入及び支出の報告書（以下「収支報告書」という。）を規則で定める様式により作

成し、領収書の写しその他当該支出の事実を証する書類及び当該支出の内訳を記した

書類又は議長が指定する電子情報処理組織を用いた電磁的記録（以下「領収書等」と

いう。）を当該収支報告書に添付し、当該年度の翌年度の４月３０日までに議長に提

出しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、政務活動費の交付を受けた議員は、任期満了、辞職、失

職、除名若しくは死亡又は議会の解散により議員でなくなったときは、議員でなくな

った日から３０日以内に収支報告書及び領収書等を議長に提出しなければならない。 

３ 議長は、前２項の規定により収支報告書及び領収書等の提出があったときは、当該

収支報告書及び領収書等の写しを市長に送付するものとする。 

 

第７条～第９条   略 

 

 （議長等が欠けている場合の特例） 

第１０条 議員の任期満了、議会の解散その他の事由により議長及び副議長がともに欠

けている場合のこの条例（第７条を除く。）の適用については、条例中「議長」とあ

るのは、「議会事務局長」とする。 

 

第１１条   略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１



 

 

旧 

（収支報告書等の提出） 

第６条 政務活動費の交付を受けた議員は、当該交付を受けた年度の政務活動費に係る

収入及び支出の報告書（以下「収支報告書」という。）を規則で定める様式により作

成し、領収書その他当該支出の事実を証する書類及び当該支出の内訳を記した書類

（以下「領収書等」という。）を当該収支報告書に添付し、当該年度の翌年度の４月

３０日までに議長に提出しなければならない。 

 

２ 前項の規定にかかわらず、政務活動費の交付を受けた議員は、任期満了、辞職、失

職、除名若しくは死亡又は議会の解散により議員でなくなったときは、議員でなくな

った日から３０日以内に収支報告書及び領収書等を議長に提出しなければならない。 

３ 議長は、前２項の規定により収支報告書及び領収書等の提出があったときは、当該

収支報告書及び領収書等の写しを市長に送付するものとする。 

 

第７条～第９条   略 

 

 

 

 

 

 

第１０条   略 

 

 

２



四條畷市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改

正する条例新旧対照表 

新 

別表第１（第３条関係） 

執行機関 事務 

略 

３ 市長 略 

４ 削除  

 

５ 市長 予防接種に関する事務であって規則で定めるもの 

６ 市長 健康増進事業に関する事務であって規則で定めるもの 

７ 市長 住登外者宛名番号管理機能による住登外者の情報の管理に関する事務

であって規則で定めるもの 

８ 教育委員会 児童及び生徒の就学の援助に関する事務であって規則で定めるもの 

９ 教育委員会 住登外者宛名番号管理機能による住登外者の情報の管理に関する事務

であって規則で定めるもの 

別表第２（第４条関係） 

執行機関 事務 特定個人情報 

１ 市長 重度障害者医療費助成条例による

重度障害者に対する医療費の助成

に関する事務であって規則で定め

るもの 

医療保険給付関係情報、障害者関

係情報、生活保護関係情報、中国

残留邦人等支援給付関係情報、外

国人生活保護措置関係情報、地方

税関係情報、年金給付関係情報、

特別児童扶養手当関係情報、住民

票関係情報、障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成１７年法律第１２

３号）による自立支援給付の支給

関係情報、難病患者に対する医療

３



 

 

旧 

別表第１（第３条関係） 

執行機関 事務 

略 

３ 市長 略 

４ 市長 外国人に対する生活保護の措置に関する事務であって規則で定めるも

の 

５ 市長 予防接種に関する事務であって規則で定めるもの 

６ 市長 健康増進事業に関する事務であって規則で定めるもの 

 

 

７ 教育委員会 児童及び生徒の就学の援助に関する事務であって規則で定めるもの 

 

 

別表第２（第４条関係） 

執行機関 事務 特定個人情報 

１ 市長 重度障害者医療費助成条例による

重度障害者に対する医療費の助成

に関する事務であって規則で定め

るもの 

医療保険給付関係情報、障害者関

係情報、生活保護関係情報、外国

人生活保護措置関係情報、地方税

関係情報、年金給付関係情報、特

別児童扶養手当関係情報、住民票

関係情報、障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するため

の法律（平成１７年法律第１２３

号）による自立支援給付の支給関

係情報、ひとり親家庭医療費助成

条例による医療費支給関係情報又

４



等に関する法律（平成２６年法律

第５０号）による指定難病用支援

者に対する証明に関する情報、公

的給付支給等口座登録簿関係情

報、ひとり親家庭医療費助成条例

による医療費支給関係情報、子ど

も医療費助成条例による医療費支

給関係情報又は住登外者宛名番号

管理機能による住登外者の情報の

管理に関する情報（以下「住登外

者宛名情報」という。）であって

規則で定めるもの 

２ 市長 ひとり親家庭医療費助成条例によ

るひとり親家庭に対する医療費の

助成に関する事務であって規則で

定めるもの 

医療保険給付関係情報、障害者関

係情報、生活保護関係情報、外国

人生活保護措置関係情報、地方税

関係情報、年金給付関係情報、児

童扶養手当関係情報、母子保健法

（昭和４０年法律第１４１号）に

よる養育医療給付の支給関係情

報、住民票関係情報、重度障害者

医療費助成条例による医療費支給

関係情報、子ども医療費助成条例

による医療費支給関係情報、中国

残留邦人等支援給付関係情報、戸

籍関係情報、公的給付支給等口座

登録簿関係情報又は住登外者宛名

情報であって規則で定めるもの 

３ 市長 子ども医療費助成条例による子ど

もに対する医療費の助成に関する

事務であって規則で定めるもの 

医療保険給付関係情報、生活保護

関係情報、外国人生活保護措置関

係情報、地方税関係情報、母子保

５



は子ども医療費助成条例による医

療費支給関係情報であって規則で

定めるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 市長 ひとり親家庭医療費助成条例によ

るひとり親家庭に対する医療費の

助成に関する事務であって規則で

定めるもの 

医療保険給付関係情報、障害者関

係情報、生活保護関係情報、外国

人生活保護措置関係情報、地方税

関係情報、年金給付関係情報、児

童扶養手当関係情報、母子保健法

（昭和４０年法律第１４１号）に

よる養育医療給付の支給関係情

報、住民票関係情報、重度障害者

医療費助成条例による医療費支給

関係情報又は子ども医療費助成条

例による医療費支給関係情報であ

って規則で定めるもの 

 

 

 

３ 市長 子ども医療費助成条例による子ど

もに対する医療費の助成に関する

事務であって規則で定めるもの 

医療保険給付関係情報、生活保護

関係情報、外国人生活保護措置関

係情報、地方税関係情報、母子保

６



健法による養育医療給付の支給関

係情報、児童手当関係情報、住民

票関係情報、中国残留邦人等支援

給付関係情報、戸籍関係情報、公

的給付支給等口座登録簿関係情

報、重度障害者医療費助成条例に

よる医療費支給関係情報、ひとり

親家庭医療費助成条例による医療

費支給関係情報又は住登外者宛名

情報であって規則で定めるもの 

４ 削除   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 市長 予防接種に関する事務であって規

則で定めるもの 

住民票関係情報又は住登外者宛名

情報であって規則で定めるもの 

６ 市長 健康増進事業に関する事務であっ 障害者関係情報、生活保護関係情

７



健法による養育医療給付の支給関

係情報、児童手当関係情報、住民

票関係情報、重度障害者医療費助

成条例による医療費支給関係情報

又はひとり親家庭医療費助成条例

による医療費支給関係情報であっ

て規則で定めるもの 

 

 

 

４ 市長 外国人に対する生活保護の措置に

関する事務であって規則で定める

もの 

住民票関係情報、地方税関係情

報、医療保険給付関係情報、介護

保険給付等関係情報、児童手当等

関係情報、障害者関係情報、生活

保護関係情報、児童扶養手当等関

係情報、ひとり親家庭医療費助成

条例による医療費支給関係情報、

小児慢性特定疾病医療費給付等関

係情報、中国残留邦人等支給関係

情報、障害児福祉手当及び特別障

害者手当等支給関係情報、失業等

給付関係情報、職業訓練受講給付

金関係情報、障害者自立支援給付

関係情報、年金等給付関係情報及

び年金生活者支援給付金関係情

報、公的給付支給等口座登録簿関

係情報であって規則で定めるもの 

５ 市長 予防接種に関する事務であって規

則で定めるもの 

住民票関係情報であって規則で定

めるもの 

６ 市長 健康増進事業に関する事務であっ 障害者関係情報、生活保護関係情

８



て規則で定めるもの 報、地方税関係情報、住民票関係

情報又は住登外者宛名情報であっ

て規則で定めるもの 

７ 市長 住登外者宛名番号管理機能による

住登外者の情報の管理に関する事

務であって規則で定めるもの 

医療保険給付関係情報、障害者関

係情報、生活保護関係情報、外国

人生活保護措置関係情報、地方税

関係情報、年金給付関係情報、特

別児童扶養手当関係情報、住民票

関係情報、障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するため

の法律（平成１７年法律第１２３

号）による自立支援給付の支給関

係情報、ひとり親家庭医療費助成

条例による医療費支給関係情報、

子ども医療費助成条例による医療

費支給関係情報、児童扶養手当関

係情報、母子保健法（昭和４０年

法律第１４１号）による養育医療

給付の支給関係情報、重度障害者

医療費助成条例による医療費支給

関係情報、母子保健法による養育

医療給付の支給関係情報、児童手

当関係情報、介護保険給付等関係

情報、児童手当等関係情報、児童

扶養手当等関係情報、小児慢性特

定疾病医療費給付等関係情報、中

国残留邦人等支援給付関係情報、

障害児福祉手当及び特別障害者手

当等支給関係情報、失業等給付関

係情報、職業訓練受講給付金関係

９



て規則で定めるもの 報、地方税関係情報又は住民票関

係情報であって規則で定めるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０



情報、障害者自立支援給付関係情

報、年金等給付関係情報及び年金

生活者支援給付金関係情報、公的

給付支給等口座登録簿関係情報又

は戸籍関係情報であって規則で定

めるもの 

別表第３（第５条関係） 

情報照会機関 事務 情報提供機関 特定個人情報 

略 

２ 教育委員会 略 

３ 教育委員会 住登外者宛名番号管理機

能による住登外者の情報

の管理に関する事務であ

って規則で定めるもの 

市長 住登外者宛名情報であっ

て規則で定めるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１



 

 

 

 

 

 

別表第３（第５条関係） 

情報照会機関 事務 情報提供機関 特定個人情報 

略 

２ 教育委員会 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２



四條畷市国民健康保険条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

新 

（徴収猶予） 

第２３条 市長は、保険料の納付義務者が次の各号のいずれかに該当することによりその

納付すべき保険料の全部又は一部を一時に納付することができないと認める場合におい

ては、その申請によって、その納付することができないと認められる金額を限度として、

６箇月（ただし、急患等として保険医療機関又は保険薬局を受診した被保険者に係る保

険料の納付については、資力の活用が可能となるまでの期間として最長１年）以内の期

間を限って徴収猶予することができる。 

（１） 納付義務者が震災、風水害、火災若しくはこれに類する災害を受けたとき。 

 

（２） 納付義務者がその事業又は業務を廃止し、又は休止したとき。 

（３） 納付義務者がその事業又は業務について甚大な損害を受けたとき。 

（４） 前各号に掲げる理由に類する理由があったとき。 

 

２   略 

 

第３０条 この市は、世帯主が法第９条第１項若しくは第５項の規定による届出をせず、

又は虚偽の届出をした場合においては、その者を１０万円以下の過料に処する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１３



 

 

旧 

（保険料の徴収猶予） 

第２３条 市長は、保険料の納付義務者が、次の各号の一に該当することにより、その納

付すべき保険料の全部又は一部を一時に納付することができないと認めるときは、その

者の申請に基づき、その納付することができないと認められる金額を限度として、6 箇

月以内の期間（その期間を延長することにつきやむを得ない理由があると市長が認める

場合には、その者の申請に基づき市長が定める相当の期間）に限り、その徴収を猶予す

ることができる。 

（１） 納付義務者が、その財産につき震災、風水害、火災、その他の災害を受け、又は

盗難にかかったとき。 

（２） 納付義務者又はその者と生計を一にする親族が病気にかかり、又は負傷したとき。 

（３） 納付義務者が事業不振のため休廃業したとき。 

（４） 納付義務者がその事業につき著しい損失を受けたとき。 

（５） 前各号に掲げる事実に類する事実があつたとき。 

２   略 

 

第３０条 この市は、世帯主が法第９条第１項若しくは第９項の規定による届出をせず、

若しくは虚偽の届出をした場合又は同条第３項若しくは第４項の規定により被保険者証

の返還を求められてこれに応じない場合においては、その者を１０万円以下の過料に処

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１４



四條畷市重度障害者の医療費の助成に関する条例等の一部を改正する条例新旧対照表 

 

新 

第１条による改正（四條畷市重度障害者の医療費の助成に関する条例の一部改正） 

（医療証の提示） 

第７条 第６条第２項（前条第２項において準用する場合を含む。）の規定による決定（以

下「助成の決定」という。）を受けた者（以下「受給者」という。）は、療養を受けよう

とするときは、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に規定する保険医療機関、保険

薬局及び指定訪問看護事業者で規則で定める病院、診療所、薬局及び指定訪問看護事業

者（以下「保険医療機関等」という。）に医療証を提示しなければならない。ただし、受

給者が医療証に代えて、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人番号カードに記録

された電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成

１４年法律第１５３号）第２２条第１項に規定する利用者証明用電子証明書を送信する

方法その他規則で定める方法により、受給者の資格に係る情報（医療費の請求に必要な

情報を含む。）の照会を行い、保健医療機関等が当該情報を取得及び閲覧することができ

る場合は、この限りでない。 

 

 第２条による改正（四條畷市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例の一部改正） 

 （医療証の提示） 

第６条 第４条の２第２項（前条第３項において準用する場合を含む。）の規定による決定

（以下「助成の決定」という。）を受けた者（以下「受給者」という。）は、療養を受け

ようとするときは、保険医療機関等に医療証を提示しなければならない。ただし、受給

者が医療証に代えて、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人番号カードに記録さ

れた電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成１

４年法律第１５３号）第２２条第１項に規定する利用者証明用電子証明書を送信する方

法その他規則で定める方法により、受給者の資格に係る情報（医療費の請求に必要な情

報を含む。）の照会を行い、保健医療機関等が当該情報を取得及び閲覧することができる

場合は、この限りでない。 

 

 第３条による改正（四條畷市子どもの医療費の助成に関する条例の一部改正） 

 （医療証の提示） 

第８条 受給者は、療養を受けようとするときは、健康保険法（大正１１年法律第７０号）

に規定する保険医療機関、保険薬局及び指定訪問看護事業者で規則で定める病院、診療

所、薬局及び指定訪問看護事業者（以下「保険医療機関等」という。）に医療証を提示し

なければならない。ただし、受給者が医療証に代えて、行政手続における特定の個人を

識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に

規定する個人番号カードに記録された電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構

の認証業務に関する法律（平成１４年法律第１５３号）第２２条第１項に規定する利用

者証明用電子証明書を送信する方法その他規則で定める方法により、受給者の資格に係

る情報（医療費の請求に必要な情報を含む。）の照会を行い、保健医療機関等が当該情報

を取得及び閲覧することができる場合は、この限りでない。 

 

１５



 

 

旧 

 （医療証の提示） 

第７条 第６条第２項（前条第２項において準用する場合を含む。）の規定による決定（以

下「助成の決定」という。）を受けた者（以下「受給者」という。）は、療養を受けよう

とするときは、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に規定する保険医療機関、保険

薬局及び指定訪問看護事業者で規則で定める病院、診療所、薬局及び指定訪問看護事業

者（以下「保険医療機関等」という。）に医療証を提示しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （医療証の提示） 

第６条 第４条の２第２項（前条第３項において準用する場合を含む。）の規定による決定

（以下「助成の決定」という。）を受けた者（以下「受給者」という。）は、療養を受け

ようとするときは、保険医療機関等に医療証を提示しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （医療証の提示） 

第８条 受給者は、療養を受けようとするときは、健康保険法（大正１１年法律第７０号）

に規定する保険医療機関、保険薬局及び指定訪問看護事業者で規則で定める病院、診療

所、薬局及び指定訪問看護事業者（以下「保険医療機関等」という。）に医療証を提示し

なければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

１６



大阪広域水道企業団規約の一部を変更する規約新旧対照表 

 

新 

別表第２（第３条関係） 

岸和田市、八尾市、富田林市、柏原市、高石市、藤井寺市、泉南市、四條畷市、大阪狭

山市、阪南市、豊能町、能勢町、忠岡町、熊取町、田尻町、岬町、太子町、河南町、千

早赤阪村 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１７



 

 

旧 

別表第２（第３条関係） 

藤井寺市、泉南市、四條畷市、大阪狭山市、阪南市、豊能町、能勢町、忠岡町、熊取町、

田尻町、岬町、太子町、河南町、千早赤阪村 
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